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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。                                                      

    ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第39期以後は新株予約権をそれぞれ発行しており、潜在株式

      は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

    ３．平成19年２月14日開催の臨時株主総会において、平成19年３月31日付をもって100株を１株とする株式併合 

      を決議し、発行済株式総数1,067,657,884株は、10,676,578株に変更されております。 

    

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高(百万円) 2,390 3,094 3,045 4,234 3,486 

経常損失(百万円) 523 597 979 251 959 

当期純損益(百万円) 1,803 △812 △96 △621 △1,659 

純資産額(百万円) 379 351 4,372 7,950 7,989 

総資産額(百万円) 3,286 3,499 4,655 8,306 8,433 

１株当たり純資産額(円) 1.63 1.01 5.77 8.17 748.36 

１株当たり当期純損益金額

(円) 
15.10 △3.10 △0.19 △0.70 △164.65 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額(円) 
11.56 － － － － 

自己資本比率(％) 11.5 10.0 93.9 95.7 93.6 

自己資本利益率(％) △158.2 － △4.1 △10.1 △21.0 

株価収益率(倍) 0.99 － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△196 △84 △1,286 △2,228 △1,298 

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
289 △521 △1,075 △1,099 △1,724 

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△145 841 2,695 4,210 1,682 

現金及び現金同等物の期末残

高(百万円) 
549 786 1,120 2,011 670 

従業員数(人) 46 75 102 123 107 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。                                                     

    ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第39期並びに第41期以後は新株予約権をそれぞれ発行してお

      り、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。          

    ３．平成19年２月14日開催の臨時株主総会において、平成19年３月31日付をもって100株を１株とする株式併合 

      合を決議し、発行済株式総数1,067,657,884株は、10,676,578株に変更されております。     

   

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高(百万円) 2,258 2,694 2,831 4,188 2,796 

経常損失(百万円) 404 422 661 213 898 

当期純損益(百万円) 1,728 △744 36 △585 △1,726 

資本金(百万円) 9,166 9,614 11,721 6,150 6,961 

発行済株式総数(千株) 232,657 344,657 757,657 972,657 10,676 

純資産額(百万円) 335 375 4,412 8,018 7,982 

総資産額(百万円) 3,240 3,388 4,737 8,400 8,575 

１株当たり純資産額(円) 1.44 1.08 5.82 8.24 747.64 

１株当たり配当額(円) 

(内１株当たり中間配当額

(円)) 

－ 

(－) 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

（－） 

－ 

     （－）

１株当たり当期純損益金額

(円) 
14.47 △2.84 0.07 △0.66 △171.31 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額(円) 
11.08 － 0.05 － － 

自己資本比率(％) 10.4 11.1 93.1 95.4 92.2 

自己資本利益率(％) △150.8 － 1.5 △9.4 △21.8 

株価収益率(倍) 1.04 － 242.86 － － 

配当性向(％) － － － － － 

従業員数(人) 46 52 45 65 60 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和40年５月 資本金750万円をもって東京サンゴ株式会社設立（東京都杉並区阿佐谷北４丁目６番22号）、サン

ゴ、真珠を中心に卸売業を開始 

昭和43年６月 本社移転（東京都杉並区方南１丁目51番26号） 

昭和52年３月 本社移転（東京都杉並区高円寺南５丁目７番２号）。東京サンゴ株式会社から株式会社宝林に商

号変更 

昭和58年４月 関西、中国、北陸方面の販売網強化とサービス向上のため、大阪支社（大阪市北区鶴野町４丁目

11番朝日プラザ梅田1003）を開設 

昭和58年６月 本社移転（東京都新宿区市谷台町８番地）。新社屋竣工 

昭和61年２月 宝飾品メーカーの街甲府市に、甲府支社（山梨県甲府市住吉１丁目15番６号）を開設、卸販売網

を一層強化 

昭和62年４月 甲府支社移転（山梨県中巨摩郡昭和町清水新居字小松田385番２）。新社屋竣工 

昭和63年９月 ダイヤルース（裸石）を中心とした販売を強化するため、宝飾品の街東京都の御徒町に、上野支

社（東京都台東区上野５丁目15番15号 中田ビル）を開設 

平成元年７月 空枠製品の販売分野へ進出 

平成２年12月 社団法人日本証券業協会（現日本証券業協会）へ店頭登録し株式を公開 

平成３年１月 真珠の街神戸市に神戸支社（兵庫県神戸市中央区元町通り２丁目９番１号元町プラザ602号）を開

設、真珠部門を拡大強化 

平成３年10月 事業の多角化を目的として100％出資の子会社㈱リヨン企画を設立 

平成３年11月 大阪支社移転（大阪府大阪市淀川区新北野２丁目11番27号）。新社屋竣工 

平成４年６月 上野支社の営業課を本社に移し、名称を上野事務所と改称すると同時に本社営業部門を拡大強化 

平成６年３月 業容拡大のため㈱ジェムパール（現㈱アムールコーポレーション）の全株式を取得し子会社とす

る 

平成６年７月 事業の多角化を目的として100％出資の子会社㈱ジェムプランニングを設立 

平成６年９月 業容拡大のため㈱鳥海商会（現㈱宝林洋行）の全株式を取得し子会社とする 

平成６年11月 業容拡大のため㈱イサカの全株式を取得し子会社とする 

平成８年11月 ダイヤルース（裸石）部門の営業二部を、本社から上野事務所へ移し、ダイヤ部門の営業強化 

平成８年11月 ㈱ニッポジェムと業務提携し、ダイヤ業務の密接な協力体制のもとに市場シェア拡大 

平成９年９月 大阪支社移転（大阪府大阪市中央区南船場３丁目１番８号南船場大治ビル６階） 

平成９年９月 子会社ホーリンベルギーを設立 

平成９年10月 子会社㈱ジェムプランニングと㈱イサカが合併し、㈱宝仙として新発足 

平成10年３月 子会社㈱宝林洋行を会社整理 

平成10年６月 神戸支社を閉鎖 

平成10年11月 甲府支社を閉鎖。製作部門の外注化、真珠部門の廃止等によりスリム化し人員の大幅削減実施 

平成11年６月 本社移転（東京都台東区上野５丁目23番14号） 

平成11年７月 子会社ホーリンベルギーを閉鎖 

平成11年９月 ㈱東京オークションハウスと業務提携し、オークション事業へ進出 

平成11年９月 ㈱ブイシンクと業務提携し、音楽配信機器販売事業へ進出 

平成11年10月 株式会社宝林から株式会社ジャパンオークションシステムズに商号変更 

平成11年12月 オークションハウス御徒町店を開設 

平成13年３月 空枠製品の卸専門店「Ｈ＆Ｒ」開設 

平成13年９月 子会社㈱宝石のアムールは㈱アムールコーポレーションに商号変更 

平成13年９月 オークションハウス御徒町店を閉鎖 

平成14年１月 ㈱ブイシンクとの業務提携解消 

平成14年１月 ㈱東京オークションハウスとの業務提携解消 

平成14年２月 子会社㈱アムールコーポレーションの50％出資により、台湾に合弁会社「華和愛科技股份有限公

司」を設立 

平成14年10月 子会社華和愛科技股分有限公司を閉鎖 

平成15年６月 事業の多角化を目的として㈱ゲインホールディングの株式51％を取得し子会社とする 

平成15年７月 事業の多角化を目的として㈲キーズの株式100％を取得し子会社とする 

 



年月 事項 

平成15年８月 業容拡大のため㈱サハダイヤモンドの株式58％を取得し子会社とする 

平成16年10月 株式会社ジャパンオークションシステムズから株式会社サハダイヤモンドに商号変更  

平成16年10月 子会社、㈲キーズの出資を譲渡 

平成16年11月 海外(欧州)販売拠点確保のため㈱サハダイヤモンド マニュファクチュアリングの株式100％を取

得し子会社とする   

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年１月 子会社4社、㈱リヨン企画、㈱宝仙、㈱アムールコーポレーション、㈱ゲイン・ホールディングの

株式を譲渡  

平成17年３月 本社新社屋取得（東京都墨田区千歳３丁目12番７号） 

平成17年４月 本社1階にショールームを開設 

平成17年６月 本社移転（東京都墨田区千歳３丁目12番７号）  

平成17年７月 国内においてダイヤモンドの輸入販売を行う子会社、株式会社サハダイヤモンド・エイペルを

EPL Diamond Ltd.（エイペル ダイヤモンド社）と合弁にて設立（50％出資） 

平成17年10月 東京・御徒町に空枠専門店を開設 

平成18年12月 ベルギーにおける子会社㈱サハダイヤモンド マニュファクチュアリングを閉鎖 

平成19年１月 モンデランジャパン株式会社とインターネットジュエリー販売において業務提携 

平成19年３月 平成19年３月31日付で100株を１株とする株式併合の実施 



３【事業の内容】 

  (１)当社グループの現状 

    宝飾品事業を取り巻く経営環境は、個人消費が緩やかに回復しているものの、依然として厳しい状況が暫くは続

   くものと考えております。このような環境の中、当社は、引続きダイヤモンドを中心とした宝飾品事業に特化した

   体制作りに徹しております。サハ（ヤクーチア）共和国の子会社が有利な原石を購入して、かつ、同社の自社工場

   で研磨を行ったダイヤモンドを今後は、より利益率の高い小売部門を中心にウエイトをおき販売を行ない、粗利の

   確保と資金回収の早期化を図ります。また、当社ブランドの知名度アップと併せ、商品の良質性、コストパフォー

   マンスの優秀性をマーケットに浸透させてまいります。国内市場におきましては、日本で唯一、ロシア産ダイヤモ

   ンドの原石仕入から研磨までを手掛ける有利性を活かして、従来以上に小売を中心とした販売を積極展開してまい

   ります。 

    前事業年度より従来の宝飾品卸に加え、小売販売にも進出いたしました。販売の方法は、ショールームとインタ

   ーネットに加えて、今後はフランチャイズチェーン店（ＦＣ）化を導入して店舗販売市場の拡大等を含めたあらゆ

   る施策を検討しながら、当社子会社で原石仕入から研磨までを手がけた競争力のある“バージンダイヤモンド”を

   全面的に打ち出してまいります。 

     当社グループの主力商品であるダイヤモンドの仕入れは、ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国における当社 

    子会社サハダイヤモンドが、アルロサ社（国営ダイヤモンド生産採掘企業）の100％子会社であるヤプタ社他より 

    直接買い付けを行った後、自社工場で研磨したダイヤモンドと原石の一部を当社へ輸出しております。  

     当社グループの事業内容及び現状の当社と関係会社の事業系統図につきましては、以下のとおりであります。 

 商品（ポリッシュダイヤ及び原石） 

  （注）㈱サハダイヤモンドマニュファクチュアリングにつきましては、平成18年12月末日をもって、営業活動を停止

し解散整理手配中であります。 

  （２）事業内容 

        当社グループは、創業以来40年余りの経験を活かした宝飾品事業の総合販売企業として、ロシア連邦サハ（ヤ

      クーチア）共和国産のダイヤモンドを購入し、研磨した「ダイヤモンド・ルース」を国内外へ販売することを主

      軸としております。また宝飾品事業の拡大と収益基盤をより強固に構築して企業価値を高めることが重要である

     と考え、ダイヤモンド・ルース」事業のほか、「品質・価格を重視した商品」、「オリジナリテイー商品」を 

     モットーにリング・ペンダント等の「ジュエリー」の企画・開発・販売も行っております。 

    ①ダイヤモンド・ルース事業 

     当社とロシア連邦サハ共和国とのダイヤモンド事業に係る合意書の調印により、同国の「サハダイヤモンド社 

    」を子会社として、そのサハ（ヤクーチア）共和国ダイヤモンドを香港、バンコク等の市場、日本国内の宝飾卸 

    業者・バイヤー、並びに一般消費者へ販売し、ダイヤモンド・ルース事業を推進しております。 

    ②ジュエリー事業 

     国内外で最新の技術を駆使した工場で製作された商品を、社内でさらに厳しい品質チェックを行いながら全国 

    の宝石貴金属専門問屋、小売店、並びに一般消費者へ販売しております。 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 (注）１. 特定子会社に該当しております。  

    ２. 持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。  

    ３. ㈱サハダイヤモンドについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。) 

       の連結売上高に占める割合が10％を超えております。  

       主要な損益情報等 （1）売上高    1,558百万円      （4）純資産額     △133百万円  

                （2）経常損失      13百万円      （5）総資産額       771百万円 

                （3）当期純損失     98百万円 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 当連結グループにつきましては、宝飾品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載はしておらず、事業部門別の従

業員数を示すと次のとおりであります。 

（注）１．従業員数は、就業人員を表示しております。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ16人減少しましたのは、卸部門の縮少に伴う減少とダイヤモンドの研磨

体制の効率化、見直しによるのであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与が含まれております。 

２．従業員数は、就業人員を表示しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有割
合（％) 

関係内容 

㈱サハダイヤモンド  

（注）１、３ 

ロシア連邦サ

ハ（ヤクーチ

ア）共和国 

1,400千ルー

ブル 
 宝飾品事業 58 

資金援助及び役員の兼任あり 

当社商品（ダイヤモンド）の製造（研磨） 

㈱サハダイヤモンド 

マニュファクチュアリ

ング  

（注）１ 

ベルギー ア

ントワープ 
18千ユーロ   宝飾品事業 100 

資金援助 

当社商品（ダイヤモンド）の販売 

㈱サハダイヤモンド・

エイペル 

（注）２ 

 東京都墨田区  50  宝飾品事業 50 

資金援助及び役員の兼任あり 

ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国産ダ

イヤモンドの販売 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

・宝飾品事業部門       92 

・管理部門        15 

  107 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

60  35才4ヶ月 2年10ヶ月 3,877, 473 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

   当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油価格の高騰等による原材料価額の上昇が懸念されるなか企業収 

  益の改善、設備投資の増加、雇用情勢の好転等、景気は順調な回復基調に推移いたしました。しかしながら、個 

  人消費の動向は引き続き軟調な状況を示しているのが現状であります。 

   このような状況下、当社グループは、前連結会計年度に引き続き事業の再構築を組み立てダイヤモンドの卸売 

  り事業から小売事業へエンド・ユーザーを意識した事業の展開をこころみ、ノウハウを取得し、本格的な小売進 

  出への準備が整いました。 

   営業面におきましては、本社ショールームにブライダルコーナーのほか、ファッションジュエリーコーナーも 

  新設し、また、東京・銀座に実験店舗も開設し、また、ネット販売を行うにあたって、楽天やヤフー等で６カ月 

  近く実験検証を重ねノウハウを築くことができました。 

   一方、海外部門におきましては、当社グループの株式会社ダイヤモンドマニュファクチャリング（ベルギー） 

  は卸部門の縮小を進めている過程において今年度をもって解散・清算を行っております。また、ロシア連邦サハ 

 （ヤクーチア）共和国の株式公開型サハダイヤモンド社が進めている第二研磨工場の建設について、共和国地方行

  政府の協力を得て工事の進捗状況は、来年秋の竣工に向け順調に推移しております。 

   以上により、当連結会計年度の業績は、ダイヤモンドを中心とした宝飾品の販売を卸から小売へシフトする過 

  程において売上高については、3,486百万円(前年同期比17.7％減)と減収となりました。これは主に卸部門の縮小

  によるものですが海外子会社の株式公開型サハダイヤモンド社は、原石の販売が好調に推移しております。一方 

  収益面では、卸売りから小売販売へのシフトにともなう売上高の減少に加え、原石の値上がり、商品在庫の増加 

  並びに商品在庫の引当金計上が影響し売上総利益率が大幅に下回ったこと、その他、販売促進に係る手数料の増 

  加等が影響して 終的には経常損失は959百万円(前年同期は251百万円)となりました。 

   特別損益面では、貸倒引当金繰入額として491百万円、投資有価証券評価損69百万円子会社建物等の減損損失 

  116百万円等特別損失を計上したことにより、 終的に連結ベースの当期純損失は1,659百万円(前年同期は621百 

  万円)となリました。 

   ①日本 

    国内は、宝飾品事業で卸業から小売業への切替等により売上高は、2,851百万円（前年同期比31.9％減）となり 

     新たな事業展開を見据えた先行投資等もあり、営業損失は852百万円（前年同期は営業損失343百万）となりまし

     た。 

   ②ヨーロッパ 

     ロシア、ベルギーにつきましては、サハ（ヤクーツク）の子会社の会社で原石の販売も順調に推移し、売上高は

     2,046百万円（11.4％増）となり、国内同様コスト削減等図りましたが、前年同期実績に比し、損失額は増加し 

     営業損失は86百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

     株式の発行により収入があったものの税金等、調整前当期純損失の発生、投資有価証券の取得による支出等が要

    因で、前連結会計年度末に比べ1,340百万円減少し、当連結会計年度には、670百万となりました。 

    当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

   当連結会計期間において、営業活動における資金の減少は、1,298百万円（前年期比929百万円増）となりました。

   これは、主に税金等調整前当期純損失が1,655百万円、たな卸資産の増加が494百万円等あったことによるものであ

   であります。  

   （投資活動によるキャッシュ・フロー）  

   投資活動による資金の減少は、1,724百万円（前年同期比625百万円減）で主に投資有価証券の取得による支出が 

   大幅に増加したことによるものであります。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動による資金の増加は、1,682百万円（同2,528百万円減）となりました。これは新株の発行による収入が 

項目 
前連結会計年度

(平成17.4.1～平成18.3.31)
当連結会計年度

(平成18.4.1～平成19.3.31) 増減 

営業活動による連結キャッシュ・フロー △2,228百万円     △1,298百万円  929百万円 

投資活動による連結キャッシュ・フロー △1,099百万円 △1,724百万円  △625百万円 

財務活動による連結キャッシュ・フロー 4,210百万円 1,682百万円  △2,528百万円 

現金及び現金同等物の増加 890百万円 △1,340百万円  △2,231百万円 



   1,620百万円あったことによるものであります。以上により、現金及び現金同等物の連結会計年度末の残高は、670

   百万円となり、前連結合計年度末より1,340百万円減少しております。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

   当社グループは宝飾品事業の売上高、営業損益及び資産の金額が全セグメントの合計額に占める割合の90％超であ

  るため、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

  このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関

  連付けて示しております。  

  

３【対処すべき課題】 

 （１）当社グループの現状の認識について 

     平成20年３月期の見通しは、企業収益の改善、雇用状況の好転等により景気回復基調が見られるものの、業界

     再編が続くものと思われます。  

     このような状況下、当社グループは、当社の主力商品であるダイヤモンドを小売展開するための組織体制が整

     いましたので本格的に事業の拡大を図ってまいります。具体的には、次の事業を推進してまいります。 

    ①インターネットでエンゲージリングの販売 

     当社はダイヤモンドで原石から商品販売まで一貫して行うバージンダイヤモンドを販売する日本唯一の強みを

    生かしインターネットでエンゲージリングの販売を行ってまいります。このために、アメリカにおいてインター

     ネットジュエリー販売大手のMondera Inc.とフランチャイズ契約をもつモンデランジャパン株式会社と業務提携

    を結び平成19年1月以降、ノウハウ・販売戦略を協議し、また、同社と資本提携を行っております。今後は、平 

     成19年夏以降、共同でネット販売を協力に推進し、エンゲージリングのネット販売では、日本一を目指します。

   ②サハダイヤモンドの小売業態店フランチャイズ化推進 

     「サハダイヤモンド」をイメージブランドとしてサハダイヤモンド小売業態店フランチャイズチェーン（FC）

    化を導入し業績を拡大いたします。 

     具体的には、年内中にモデル店舗を開設し、本年12月からFC展開を始めてまいります。 

       株式会社日本フランチャイズ総合研究所と協議しながら、直営プロトタイプ店（標準店）の開発、市場での差

       別化分析、加盟オーナー出店基準にともなう策定支援等一つ一つのステップを構築して、3年で65店舗の店舗 

     体制を整え、本格的に小売事業への推進を進めてまいります。 

    ③その他 

      エンドユーザーへの販売として、催事についても年間スケジュールを組み、大催事は春、秋の2回、月間2～3 

    回のベースで行ってまいります。 

      また、これらをサポートすることも含めて、商品部を機能的に人員を投入して、新商品の開発等新体制で進 

    めてまいります。 

      一方、資金調達につきましては、新株予約権の行使による資金調達が不可欠であります。ダイヤモンド事業 

    を中心とした、収益性の高い新分野へ積極的に投資して事業を推進、活性化を図ってまいります。 

 （２）当面の対処すべき課題の内容 

      当社グループは、ダイヤモンドを中心とした宝飾品事業に特化し、創業当初の卸部門と新たに小売部門にお 

     ける販売事業を手掛けながら、消費者の皆様に満足いく商品を提供することを第一に考え、収益面においての 

     黒字定着化を目指します。 

 （３）対処方針 

      当社は、今後、安定した配当実施、並びに収益面における黒字定着化を図るために、早急に本業における収 

     益基盤の確立を目指します。平成19年３月期においては、過去の赤字体質企業からの脱却を図り、引き続き売 

    上総利益の向上を目指しながら、小売事業における販売部門の拡張を行ってまいります。 

 （４）具体的な取組状況等               

      当社では、「お客様の喜びを自分の喜びとする企業であること。」、「自らが市場を創造できる企業である 

    こと。」そして「社会人として個性豊かな社員を育成する。」の経営理念のもと、ダイヤモンドを中心とする 

     宝飾品事業の拡大を図っておりますが、今後、次の事項を重点的に取り組んでまいります。 

   ①サハ共和国における子会社は、ダイヤ原石の購入量及びルースの取引量の拡大を図るとともに、特にアルロサ

    社との取引で大粒原石の購入により、当社における売上高・粗利益の向上に寄与させる。 

   ②ショールームとインターネットの活用により、販売拡張、並びに収益拡大に努める。 

   ③空枠販売については、新商品の企画開発に注力し、アンテナショップとして販売強化に努める。 



   ④営業力の強化を図るため、営業社員に対する徹底した教育体制を構築し、社内体質の強化を図る。 

   ⑤経費の削減を図り、収益性の向上に努めるため、経費コストの徹底した見直し及び改善を実施する。 

   ⑥実績管理の徹底を図り、収益目標を達成していく。  

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

 以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。また、当社としては必ずしも事業上リスクとは考えていない事項につきましても、投資者の投資判断上、重

要であると考えられる事項につきましては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。

  ①資金調達について  

 次年度における利益計画等は、金融支援による財務体質の強化が絶対条件であります。従いまして、今後予定して

おります資金調達面で新株予約権が行使されない場合、ダイヤモンドの原石購入資金並びに小売事業の進出に必要資

金が不足し、計画が実現できない恐れがあります。 

  ②ダイヤモンドの国際相場の変動について  

 主力商品でありますダイヤモンドは、国際相場の動向により在庫価値に変動が生じる恐れがあります。  

  ③為替相場の変動について  

 ダイヤモンドを含む海外取引における資金決済は、全て米ドル建で行われるため、為替差損が生じる恐れがありま

す。また、逆の為替差益の発生もあります。  

  ④経済状況について  

 ダイヤモンドの仕入れの主力地はロシア連邦サハ共和国で共に海外であります。今後、急激な海外情勢等の変化が

あった場合、売上・仕入面において影響の恐れがあります。 

また、日本及び世界各国の一般消費が低迷すると、宝飾品等の販売は全体的に低迷する恐れがあります。 

 当社グループが事業活動を行う主要な市場である日本、アジア等の国及び地域の経済環境の動向は、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 （注）上記について、平成19年５月15日付でモンデランジャパン株式会社の第三者割当増資に対し当社は、同社の  

    発行済株式総数の15％（15百万円）を引受けております。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

   文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

（1）重要な会計方針及び見積り 

  当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

 おります。 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

  ダイヤモンドを中心とした宝飾品の販売を卸から小売へシフトする過程において売上高については、3,486百万 

 円（前年期比17.7％減）減収となりました。これは主に卸部門の縮小によるものですが、海外子会社の株式公開型

 サハダイヤモンド社は、原石の販売が好調に推移しております。一方、収益面では、卸売りから小売へのシフトに

  ともなう売上高の減少に加え、原石の値上がり、商品在庫の増加並びに商品在庫の引当金計上が影響し売上総利益

 が大幅に下回ったこと、その他、販売促進に係る手数料の増加等が影響して 終的には経常損失は959百万円（前 

 年同期は251百万円）となりました。 

相手方の名称 契約の内容 契約年月日 

   モンデランジャパン株式会社    １.インターネットによるエンゲージ
  リングの販売に係る宣伝活動並びに
  営業活動 
  ２.上記に係るノウハウの提供 

平成19年１月９日 



  特別損益面では、貸倒引当金繰入額として491百万円、投資有価証券評価損69百万円子会社建物等の減損損失116

 百万円等特別損失を計上したことにより、 終的に連結ベ―スの当期純損失は1,659百万円（前年同期は621百万と

 なりました。 

  財務面におきまして、前連結会計年度に引き続き無借金会社として、当連結会計年度末現在、資本の額は、 

 6,961百万円、株主資本比率93.6％、1株あたり株主資本748円36銭と健全な財務内容となっております。 

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について  

    当社グループを取り巻くダイヤモンドを中心とした宝飾品事業の環境は非常に厳しく、その需要も決して楽観す

  ることはできません。 

   従来の利益中の薄い卸売事業から、小売業へその目処も立ったので早期化に脱却して事業の再構築を図ってまい

  ります。 

  （4）経営戦略の現状と見通し 

   当社グループといたしましては、これらのことを踏まえ、ダイヤモンドを中心として宝飾品事業において、商品

 部を新設し、商品開発をより強力に推進し、エンドユーザーに喜ばれる商品作りで積極的に開発してまいります。

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

   当社グループの資金状況は財務活動のよるキャッシュ・フローでは、1,682百万円得ております。 

  これは、株式発行による収入が1,620百万円があったこと等によるものであります。今後については、営業活動に

  よるキャッシュ・フローにおきましても、商品の回転率を向上させ商品在庫高圧縮により、改善を図ってまいり 

  ます。 

  （6）経営者の問題認識と今後の方針について  

   エンドユーザーを意識したインターネットによりエンゲージリングの販売、小売業態店フランチャイズによる 

  店舗展開、催事の定期的な開催を行い組織体制も、それに合せた部門を充実させて、業績向上に努めてまいりま 

   ます。 

   その他、これらと併用してタイムリーな経営判断により新規事業も含め事業拡大を図ってまいります。 

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、宝飾品事業を安定的に継続する為に店舗の増築、新工場建設の設備投資として217百万円を 

行いました。 

 その主なものは、ダイヤモンド研磨部門におけるロシア連邦サハ（ヤクーチャ）共和国のサハダイヤモンド社 

が新工場の設備投資として210百万円等を行っております。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

また、所要資金は、自己資金並びにファイナンスによっております。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

（2）国内子会社 

   対象となる、㈱サハダイヤモンド・エイペル（平成17年７月19日付設立）につきましては、対象となる主要な設

備はございません。 

（3）在外子会社 

 （注）１.帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、機械装置及び工具器具備品であり、建設仮勘定を含んでおりま 

     す。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２.上記のほか、賃借しております設備の年間賃借料は、合計29百万円であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

  なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設計画は、ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国の子会社サハダ

イヤモンド社が第２研磨工場の新設計画を予定しております。竣工予定は、平成20年８月、総額12億円を予定してお

ります。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

本社 

(東京都墨田区) 
宝飾品事業 

統括業務設備 

販売設備 
206 

366 

（333.1） 
63 636 38 

大阪支社 

(大阪市中央区) 
宝飾品事業 販売設備 0 － 1 1 7 

  平成19年３月31日現在

会社名 
  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数

（人） 

建物及
び構築
物 
(百万円)

土地 
(百万円)
(面積㎡)

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

㈱サハダイヤモンド 

  

本社 

（ロシア連邦サハ（ヤ

クーチア）共和国） 

宝飾品事業 

統括業務設備 

 ダイヤモンド 

 研磨設備 

4   219 223 47



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に 

    により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成19年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年６月28日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,676,578 18,956,578 ジャスダック証券取引所 － 

計 10,676,578 18,956,578 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年10月５日定時株主総会決議 

 ◎平成19年３月31日効力発生による株式併合、および第5回新株予約権の発行（申込および払込日、平成19年３月30 

  日）に伴い、下記の通り行使価額等が修正されております。（平成19年３月31日現在の残存数が適用） 

 （注１.）未行使の新株予約権の株式数270,000,000株は、7,290,000株に修正後、第６回新株予約権発行に伴い更に 

     12,555,000株に修正しております。 

 （注２.）新株予約権１個当たりの株式数1,000,000株は、27,000株に修正後、更に46,500株に修正しております。 

 （注３.）１株当たりの行使価額20円は、740.74円に修正後、更に430円に修正しております。 

平成19年２月14日臨時株主総会決議 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 270 270 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）        ―        ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,290,000 12,555,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   （注３.） 740.74 430 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年10月25日 

至 平成21年10月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）      （注３.） 

発行価格     740.86 

資本組入額   370.43 

発行価格       430 

資本組入額      215 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の行使にあ

たっては、一部行使はで

きないものとします。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡する場合は、当社取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項        ―        ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項        ―        ― 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 3,300 2,472 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式           同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 33,000,000 24,720,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 170            同左   

新株予約権の行使期間 
自 平成19年４月２日 

至 平成21年３月31日 
            同左   

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

171.2 

85.6 
            同左   

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで

きないものとする。 
            同左   

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権の譲渡について

は、当社取締役会の承認を要

するものとする。 

            同左   

代用払込みに関する事項        ― ―  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項        ― ―  



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。       

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．損失処理による資本準備金の取崩 

２．転換社債の株式転換による増加 

年月日 
発行済株式総

数増減数(株) 

発行済株式総

数残高(株) 

資本金増減額

(百万円) 

資本金残高

(百万円) 

資本準備金増

減額(百万円) 

資本準備金残

高（百万円) 

平成14年６月27日 

(注)１ 
－ 97,086,457 － 8,491 △143 0

平成15年３月31日 

(注)２ 
100,571,427 197,657,884 534 9,026 455 455

平成15年３月31日 

(注)３ 
35,000,000 232,657,884 140 9,166 105 560

平成15年６月27日 

(注)４ 
15,000,000 247,657,884 60 9,226 45 605

平成15年６月27日 

(注)１ 
－ 247,657,884 － 9,226 △560 45

平成16年３月31日 

(注)４ 
97,000,000 344,657,884 388 9,614 291 336

平成16年６月29日 

(注)４ 
68,000,000 412,657,884 272 9,886 204 540

平成16年６月29日  

(注)１  
－ 412,657,884 － 9,886 △336 204

 平成17年３月23日 

   (注)４、５ 
224,000,000 636,657,884 896 10,782 871 1,075

平成17年３月24日  

 (注)６  
91,000,000 727,657,884 819 11,601 728 1,803

平成17年３月31日  

 (注)４ 
30,000,000 757,657,884 120 11,721 90 1,893

平成17年４月１日～  

平成17年６月29日 

 (注)５ 

46,000,000 803,657,884 184 11,905 184 2,077

平成17年６月29日 

 (注)１ 
― 803,657,884 ― 11,905 △1,893 184

平成17年６月30日～  

平成17年８月23日  

 (注)７ 

18,000,000 821,657,884 252 12,157 238 422

平成17年８月23日  

 (注)８ 
― 821,657,884 △7,721 4,436 ― 422

平成17年８月24日～  

平成18年３月31日  

   (注)５、７ 

151,000,000 972,657,884 1,714 6,150 1,613 2,035

平成18年６月29日  

(注)１ 
― 972,657,884 ― 6,150 △173 1,862

平成18年10月24日  

(注)10 
50,000,000 1,022,657,884 450 6,600 450 2,312

平成18年11月10日  

(注)９ 
15,000,000 1,037,657,884 60 6,660 60 2,372

平成18年11月10日～ 

平成19年３月31日 

 (注)10 

30,000,000 1,067,657,884 301 6,961 301 2,674

平成19年３月31日  

 (注)11 
△1,056,981,306 10,676,578 ― 6,961 ― 2,674



３．第１回新株予約権の行使 

第三者割当 

発行価格 ７円 

資本組入額 ４円 

割当先  クリクトン インベストメント リミテッド 

      ルクラティブ アセッツ リミテッド 

    ４．上記、３.第１回新株予約権の行使に係わる割当先が、次のとおり追加されております。 

      割当先  ルクラティブ アセッツ リミテッド            

           パシフィック イクエイターホールディングス リミテッド 

           株式会社サハ資源開発事業団 

    ５．第２回新株予約権の行使  

       第三者割当 

      発行価格 ８円   

       資本組入額 ４円  

       割当先  オリエント トレーダ・インターナショナル リミテッド 

            ブロード メディア ホールディング リミテッド 

           パシフィック イクエイターホールディングス リミテッド   

       その後上記、第２回新株予約権の行使に係る割当先が、次のとおり追加（譲渡）されております。 

      割当先  ノーベルチャンス アセッツ リミテッド  

            株式会社サハ資源開発事業団 

           パシフィック イクエイターホールディングス リミテッド 

            アドバンスアップ インベストメンツ リミテッド  

           アッパービュー インベストメンツ リミテッド 

           プリファレンス インベストメント リミテッド 

     ６．①第三者割当 

      発行株式数  35,000千株  

       発行価格 17円 

       資本組入額 ９円 

       割当先  株式会社 京王ズ 

       ②デット・エクイティ・スワップ 

      発行株式数  56,000千株   

       発行価格 17円  

       資本組入額 ９円 

       割当先  グリーン・キャピタル株式会社 

    ７．第３回新株予約権の行使 

       第三者割当 

      発行価格 27円   

       資本組入額 14円  

       割当先  グリーン・キャピタル株式会社 

       その後上記、第３回新株予約権の行使に係る割当先が、次のとおり譲渡されております。 

      割当先  シー・エフ・アイ株式会社  

    ８．資本金の減少により、欠損てん補を行ない、繰越損失（7,309,600,764円）を一掃いたしました。 

      なお、減少すべき資本の額との差額は、その他資本剰余金に振り替えております。      

    ９．第三者割当による募集株式の発行 

      発行価格 18円   

      資本組入額 9円  

      割当先  株式会社サハ資源開発事業団         



    10. 第４回新株予約権の行使 

       第三者割当   

       発行価格  20円          

       発行価格 10円   

       新株予約権   

       発行価格 0.12円   

       資本組入額 0.06円  

       割当先  株式会社サハ資源開発事業団         

            グリーン・キャピタル株式会社 

      その後グリーン・キャピタル株式会社による割当先はシー・エフ・アイ株式会社に譲渡されております。 

      また、サハ資源開発事業団に係る割当先は、オリエンタルスカイインベストに譲渡されております。    

       なお、第５回新株予約権の発行に伴い以下の通り修正されております。 

       行使価格 740.74円  

       資本組入額 370.37円 

       また、第６回新株予約権の発行に伴い以下の通り再度修正されております。 

      行使価格 430円       

        資本組入額 215円  

    11. 100株を１株とする株式併合によるものであります。 

    12. 平成19年６月28日開催の定時株主総会において、資本準備金を1,726百万円減少し、欠損てん補することを 

      決議しております。 

    13. 平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が8,280千 

      株、資本金及び資本準備金がそれぞれ708百万円増加しております。 



(5）【所有者別状況】 

 （注）１．平成19年２月14日開催の臨時株主総会において、平成19年３月31日付をもって100株を１株とする株式併合 

      を行い発行済株式の総数1,067,657,884株を10,676,578株に変更することを決議し変更されております。 

  同じく平成19年３月31日をもって1単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。 

     ２．自己株式134株は「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」34株含めて記載しております。 

  なお、自己株式134株は株主名簿上の所有株式数であり、平成19年３月31日現在の実質保有株式数は124株 

  であります。 

       ３．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50単元含まれております。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 1 7 118 49 25 17,213 17,413 － 

所有株式数（単元） － 8 568 17,642 1,007 164 79,112 98,501 826,478 

所有株式数の割合

（％） 
－ 0.01 0.58 17.91 1.02 0.17 80.31 100 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が５千株あります。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社サハ資源開発事業団 東京都中央区新川２-９-３ 657,830 6.16 

        

グリーン・キャピタル株式会社 東京都千代田区丸の内３-２-３ 560,000 5.25 

        

宗教法人各宗連合仏教会円満院 
埼玉県さいたま市岩槻区大字末

田字新田37-２ 
374,010 3.50 

        

ザ バンク オブ ニューヨーク  

トリーテイー ジヤステツク アカウント 

（常任代理人 株式会社 東京三菱ＵＦＪ

銀行） 

ＡＶＥＮＵＥ ＤＥＳ ＡＲＴＳ,35 

ＫＵＮＳＴＬＡＡＮ，1040 ＢＲＵＳ

ＳＥＬＳ，ＢＥＬＧＩＵＭ 

（東京都千代田区丸の内２-７-１）  

63,238 0.59 

        

長嶋 兼敏 
福岡県北九州市小倉北区黒原

３-31-１ 
49,400 0.46 

        

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２-６-４ 44,700 0.42 

        

木村 重樹 
福島県福島市笹谷字前谷地33-

３リッチフィールド（102） 
40,410 0.38 

        

黒岩 和穂 
広島県東広島市黒瀬町楢町108

２-23 
35,000 0.33 

        

小山田 壮権 東京都練馬区北町２-27-８ 34,450 0.32 

        

磯永 天志 
京都府京都市右京区西院東今田

町35-１ファミール西院906 
30,300 0.28 

        

計   1,889,338 17.69 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権の数50個）含まれて 

     おります。 

②【自己株式等】 

 （注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が10株あります。 

 なお、当該株式は、上記「①発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含めております。 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）   権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 普通株式 124 － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,850,000 98,500 同上 

単元未満株式 普通株式 826,454 － 同上 

発行済株式総数   10,676,578 － － 

総株主の議決権 － 98,500 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社サハダイ

ヤモンド  

東京都墨田区千歳

三丁目12番７号 
124  －  124 0.00 

計 － 124  －  124 0.00 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項に基づく単元未満株式の会取請求による普通株式の取得及び会社法第155条

第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

(2）【取締役決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

（注）当期間における取得自己株式数は、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

   よる株式数は含まれておりません。 

   (4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）１．当事業年度末の保有自己株式は、平成19年３月31日付で行った100株を１株とする株式併合による12,300株の 

     減少後の株式数であります。 

   ２．当期間における取得自己株式数は、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

          取による株式数は含まれておりません。 

         

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

 当事業年度における取得自己株式 1,400 17,400 

当期間における取得自己株式  6,589 1,481,764 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式       ─       ─       ─       ─ 

消却の処分を行った取得自己株式       ─       ─       ─       ─ 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
      ─       ─       ─       ─ 

その他 

  
      ─       ─       ─       ─ 

保有自己株式数      124       ─      6,713       ─ 



３【配当政策】 

  当社は、長期的な観点から、企業体質の強化充実と今後の事業展開に備えるための内部留保を念頭に入れながら 

 株主に対する利益還元として、継続的な安定配当を行なうことを基本としております。 

  当社は、中間配当と期末配当の年２回のほか、基準日を定めて剰余金の配当を行うことを基本方針としておりま 

 す。これらの剰余金の配当の決定機関は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余 

 金の配当等を行うことができる」旨定款に定めております。 

  そのためにも、引き続き財務体質の改善を行ない、早期に黒字化を実現して、競争力強化に向けて事業拡大、有 

 効投資を行いながら、安定した配当ができるよう努めてまいります。 

  当期の配当につきましては、引き続き業績不振により、誠に遺憾ながら見送ることとしました。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１.最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券 

  業協会のものであります。 

 ２.第42期については、平成19年３月31日付で100株を１株とする株式併合を行ったことに伴い、第42期の株価は最

   終取引日である平成19年３月26日までの株価について記載しております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）１.最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

   ２.平成19年３月31日付で100株を１株とする株式併合を行ったことに伴い、上記３月の株価は最終取引日である 

     平成19年３月26日までの株価について記載しております。 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 81 23 31 49 30 

最低（円） 8 10 10 17 8 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 20 18 19 15 12 10 

最低（円） 16 12 11 10 9 8 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社長   今野 康裕 昭和24年１月11日生

昭和55年３月 ㈱ニコマート 代表取締役就任 

平成８年６月 福客多商店股份有限公司総経理 

平成18年12月 福客多商店股份有限公司副董事

長 現在に至る  

平成15年７月 ㈱サハ資源開発事業団 代表取

締役就任 

平成16年５月 当社入社 顧問就任 

平成16年６月 取締役就任 

平成16年10月 代表取締役社長就任(現任） 

 (注)３   11,480 

取締役 商品部長 小林 正一 昭和34年11月15日生

昭和57年４月 ㈱宝林（現 当社）入社  

平成４年６月 ㈱JPコーポレーション入社  

平成７年９月 クリスティージェム入社 

平成12年３月 ㈱桑山貴金属(現㈱桑山)入社

平成13年５月 JPS CREATION LTD.入社 

平成15年９月 当社入社 宝飾営業部長 

平成16年６月 取締役就任 宝飾営業部長 

平成17年６月 取締役就任 営業本部長 

平成19年１月 取締役商品部長(現任） 

(注)３    300 

取締役 営業部長 横山 公一 昭和35年11月21日生

平成12年６月 ジェイエス設立 

平成16年２月 当社へ出向 

平成18年12月 当社入社 宝飾営業部長 

平成19年１月 営業部長 

平成19年２月 取締役就任 営業部長(現任）

(注)３    200 

取締役 

バージンダ

イヤモンド

部長兼情報

部長 

亀井  晃 昭和37年６月11日生

平成７年７月 (有)グレイスランド設立取締役

就任 

平成17年６月 当社入社 

平成19年１月 バージンダイヤモンド部次長 

平成19年６月 取締役就任 バージンダイヤモ

ンド部長兼情報部長(現任） 

(注)３   ― 

取締役   内川 昭比古 昭和24年６月９日生

昭和62年１月 経営コンサルタント業開業 

平成10年12月 ㈱日本フランチャイズ総合研究

所 所長就任 

平成17年５月 当社顧問就任  

平成17年６月 

平成17年12月 

取締役就任(現任) 

㈱日本フランチャイズ総合研究

所代表取締役就任(現任) 

(注)３   12,270 

 



 （注）１．取締役内川昭比古は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２．監査役後藤篤美および小林実は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ３．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

    ４．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

    ５．平成19年２月14日開催の臨時株主総会で選任され、平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から 

        ３年間 

    ６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役 
  

  
大見 信夫 昭和13年１月10日生

昭和31年４月 ㈱日本相互銀行（現㈱三井住友

銀行）入社  

昭和63年７月 当社へ出向  

平成５年１月 ㈱さくら銀行（現㈱三井住友銀

行）退社 当社入社総務部長 

平成５年６月 取締役就任 管理本部長兼総務

部長 

平成10年６月 取締役就任 総務部長  

平成11年６月 常勤監査役就任 

平成12年６月 取締役就任 管理本部長兼総務

部長 

平成14年６月 取締役就任 総務部長 

平成15年６月 常勤監査役就任 

平成17年６月 取締役就任 管理部長 

平成19年６月 常勤監査役就任(現任) 

 (注)６    504 

監査役   後藤 篤美 昭和14年10月20日生

昭和33年４月 諏訪市役所入所 

昭和40年４月 新潟相互銀行（㈱新潟中央銀

行）入社 

平成９年12月 同行退社 

平成10年７月 ㈱グランビュー蓼科社長就任 

平成13年６月 当社監査役就任(現任) 

平成16年４月 ㈱エムエムジー・リアルエステ

ート・ジャパン 代表取締役社

長就任(現任) 

(注)４   ― 

監査役   小林  実 昭和28年１月11日生 

昭和61年４月 弁護士 登録 

平成３年５月 小林法律事務所 開設 

平成11年２月 税理士 登録 

小林・萩本法律会計事務所

所長(現任) 

平成19年２月 当社監査役就任(現任) 

(注)５       630 

        計      25,384 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「一、お客様の喜びを自分の喜びとする企業であ

ること。一、自らが、市場を創造できる企業であること。一、そして社会人として個性豊かな社員を育成する。」

を経営理念として企業価値の最大化をめざし、経営戦略の策定や経営の意思決定をしております。コーポレート・

ガバナンスについては、経営上の最も重要な課題のひとつと位置づけており、透明かつ公正な経営を最優先に考

え、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を目指すべく、株主総会の充実をはかり、取締役会の活性化、監査役

の監査機能を強化し、積極的な情報開示に取り組んでおります。 

(１)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明  

 当社は監査役制度を採用しており、監査役会は常勤監査役１名と社外監査役で構成されております。 

法令のチェック以外に、当事者の業務内容にも深く及んで、経営の監視を有効に機能させております。  

 ②会社の機関・内部統制の関係 

＜当社の内部管理体制の模式図＞ 

③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況  

当社の内部統制システムといたしましては、社内業務全般にわたり、各種規定のもとで各役職員が権限と責任を

もって業務を遂行しており、常勤監査役による内部監査が実施されております。  

④内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、会社業務の適正な運営・不正過誤の防止及び業務改善、能率向上を図

る目的で、経営管理室（部門責任者1名）、並びに常勤監査役による各部署の監査が継続的に行われております。

なお、監査役と会計監査人との間において、原則として隔月１回、定期月例監査に合わせ、監査実施状況、監査体

制、監査計画等の内容についての会合を実施しております。 

⑤会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、公認会計士藤井幸雄氏および公認会計士橘内進氏の両名でありま

す。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士１名および会計士補以外の者2名であります。 

  監査意見の審査につきましては、従来通り外部の独立した公認会計士が担当しており、監査意見の表明に先立っ

て審査を受けることにより、会計監査上の重要な問題に対する判断や処理が適切であること並びに監査意見が監査

の基準に準拠して適切に形成されていることを確認しております。なお、平成19年６月28日より、従来の公認会計

士藤井幸雄氏を代表社員とするフロンティア監査法人により執行されます。 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

    当社の社外取締役（１名）及び社外監査役（２名）との人的関係、資本的関係又は取引関係等の利害関係はあり

   ません。 



（２）リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、経営戦略室を推進部署として、当社事業において最も懸念すべき与信管理面にお

いて、常時営業担当者と打ち合せの上、与信限度額等の見直しを図っております。  

（３）役員報酬の内容 

当連結会計年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下の通りであります。  

 役員報酬：取締役に支給した報酬  17百万円 

監査役に支給した報酬     7百万円 

計      24百万円   

(４）監査報酬の内容  

当社の会計監査人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬額

は、17百万円であります。  

(５）内部管理体制の整備・運用状況及び充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

当社は、コーポレート・ガバナンスの具体的施策として、内部管理体制の整備を図っております。社内業務

全般にわたる諸規定を整備し、これに準拠した内部監査を実施し、また経営管理室で予算統制を管掌して現業

部門に対する牽制機能を果たしております。  

 株主及び投資家重視の基本方針のもと、取締役５名(内社外取締役１名）の体制で定例取締役会を開催し、

事業運営を的確に把握しながら、意思決定を下して内部体制の構築を図っております。監査役会におきまして

は、常勤監査役を中心に監査機能の強化を図っております。  

    又、毎週定期的に各部署の責任者出席のもと、業務会議、並びに営業会議を開催し、各種事業方針の策定、

問題点の提起及び改善施策等を迅速かつ合理的に協議し、実行に移しております。 

なお、最近１年間における内部管理体制の充実に向けた取組みとしては、本社及び大阪支社等に対して、常

勤監査役による監査を実施いたしております。  

 (６）その他 

 ①整備状況 

  社内業務全般にわたる諸規定に準拠した内部監査を実施し、また経営管理室で予算統制を管掌して現業部門へ

 の牽制機能を果たしております。 

 株主及び投資家重視の基本方針のもと、取締役（５名）（うち社外取締役１名）の体制で定例取締役会を開催 

 し、事業運営を的確に把握しながら、意思決定を下して内部体制の構築を図っております。監査役会におきまし

 ても常勤監査役を中心に監査機能の強化を図っております。 

  その他、毎週定期的に各部署の責任者出席のもと、業務会議を開催し、各種事業方針の策定、問題点の提起及

 び改善施策等を迅速かつ合理的に協議し、実行に移しております。 

  一方、社内では、個人情報保護法に基づき、基本方針を策定の上、法令遵守を社員に徹底していく体制を作っ

 ております。 

 ②取締役の定数 

  当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。 

 ③剰余金の配当等の決定機関 

     当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除 

    き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

    取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

    ④株主総会の特別決議要件 

     当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株 

     主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

    ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を暖和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

    目的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸

表について、公認会計士藤井幸雄氏並びに公認会計士橘内進氏により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

現金及び預金     2,011     670  

受取手形及び売掛金     569     461  

たな卸資産     3,326     3,820  

その他 ※１   608     180  

貸倒引当金     △21     △35  

流動資産合計     6,494 78.2   5,097 60.4 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

建物及び構築物   288    320    

減価償却累計額 ※７ 18 269   110 210  

土地     366     366  

建設仮勘定     7     218  

その他   156     214    

減価償却累計額 ※７ 58 98   147 66  

有形固定資産合計     742 8.9   861 10.2 

２．無形固定資産              

連結調整勘定     22     －  

その他     3     4  

無形固定資産合計     25 0.3   4 0.1 

３．投資その他の資産              

投資有価証券 ※６   537     2,101  

破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

    676     1,114  

その他 ※５   494     363  

貸倒引当金     △663     △1,110  

   投資その他の資産合計     1,044 12.6   2,469 29.3 

固定資産合計     1,812 21.8   3,335 39.6 

資産合計     8,306 100.0   8,433 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

支払手形及び買掛金     211     62  

未払法人税等     7     14  

賞与引当金     6     6  

その他 ※６   101     355  

流動負債合計     326 3.9   439 5.2 

Ⅱ 固定負債           

その他     5     4  

固定負債合計     5 0.1   4 0.1 

負債合計     332 4.0   443 5.3 

（少数株主持分）              

少数株主持分     24 0.3   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   6,150 74.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金 ※３   2,447 29.5   － － 

Ⅲ 利益剰余金     △660 △8.0   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    6 0.1   － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定     7 0.1   － － 

Ⅵ 自己株式 ※４   △0 △0.0   － － 

資本合計     7,950 95.7   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    8,306 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   6,961 82.6 

２．資本剰余金     － －   2,674 31.7 

３．利益剰余金     － －   △1,735 20.6 

４．自己株式     － －   △0 △0.0 

  株主資本合計     － －   7,900 93.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   1 0.0 

２．為替換算調整勘定     － －   △7 △0.1 

  評価・換算差額等合計     － －   △6 △0.1 

Ⅲ 新株予約権     － －   72 0.9 

Ⅳ 少数株主持分     － －   23 0.3 

純資産合計     － －   7,989 94.7 

負債純資産合計     － －   8,433 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     4,234 100.0   3,486 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,584 84.7   3,282 94.2 

売上総利益     649 15.3   203 5.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

交通通信費   103     －    

支払手数料   276     339    

役員報酬及び給料手当   305     346    

賞与引当金繰入額   6     6    

減価償却費   34     65    

連結調整勘定償却額   8     －    

のれん償却額   －     8    

その他   286 1,022 24.1 403 1,169 33.5 

営業損失     373 △8.8   965 △27.7 

Ⅳ 営業外収益              

受取利息及び配当金   5    －    

受取利息   －    5    

受取配当金    －     11    

為替差益   114     61    

その他    12 132 3.1 9 88 2.5 

Ⅴ 営業外費用              

支払利息   0     3    

新株発行費用   8     －    

 社債償還手数料   －     76    

その他   2 10 0.2 3 82 2.4 

経常損失     251 △5.9   959 △27.6 

Ⅵ 特別利益              

貸倒引当金戻入益   2     －    

投資有価証券売却益   9     2    

その他   0 12 0.3 － 2 0.1 

Ⅶ 特別損失              

固定資産売却損  ※1 －     6    

固定資産除却損 ※2 1     0    

投資有価証券評価損   23     69    

貸倒引当金繰入額   351     491    

投資有価証券売却損   2     1    

のれん償却額   －     13    

減損損失 ※3  －     116    

その他   0 379 9.0 － 698 20.0 

税金等調整前当期純損失     618 △14.6   1,655 △47.5 

法人税、住民税及び事
業税 

    3 0.1   4 0.1 

少数株主損失     △0 △0.0   △0 △0.0 

当期純損失     621 △14.7   1,659 △47.6 



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,893 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

増資による新株発行   2,035   

減資差益    411 2,447 

Ⅲ 資本剰余金減少高      

損失処理額   1,893 1,893 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     2,447 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △9,242 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

資本準備金取崩による
損失処理 

  1,893  

 資本金取崩による損失
処理 

  7,309 9,202 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

   当期純損失   621 621 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     △660 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年４月１日  至平成19年３月31日）         

 (注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
                      (百万円) 

6,150 2,477 △660 △0 7,936 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 811 811     1,623 

準備金から剰余金への振替    
（注） 

  △173 173          －

剰余金の内訳科目間の振替
（注） 

  △411 411          －

当期純損失     △1,659   △1,659 

 自己株式の取得 
  

      △0 △0 

 株主資本以外の項目の連結会計  
度中の変動額（純額） 
  

          

 連結会計年度中の変動額合計 
                      (百万円) 

811 226 △1,074 △0 △35 

 平成19年3月31日 残高 
                      (百万円) 

6,961 2,674 △1,735 △0 7,900 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

 平成18年３月31日 残高 
               (百万円) 

6 7 13 12 24 7,987 

連結会計年度中の変動額             

新株の発行           1,623 

準備金から剰余金への振替
（注） 

          － 

剰余金の内訳科目間の振替
（注） 

          － 

当期純損失           △1,659 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△4 △15 △20 59 △0 38 

 連結会計年度中の変動額合計 
             （百万円) 

△4 △15 △20 59 △0 2 

 平成19年3月31日  残高 
             (百万円) 

1 △7 △6 72 23 7,989 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税金等調整前当期純損
失 

  △618 △1,655 

減価償却費   34 65 

連結調整勘定償却額   8 － 

のれん償却額   － 22 

有形固定資産売却損   △0 6 

有形固定資産除却損   1 0 

賞与引当金の増減額
（△減少額） 

  1 △0 

貸倒引当金の増加額   349 460 

 受取利息及び受取配 
 当金 

  △5 △17 

支払利息   0 3 

投資有価証券評価損   23 69 

減損損失   － 116 

売上債権の減少額   200 97 

たな卸資産の増加額   △1,759 △494 

投資有価証券売却益    △7 △1 

未収消費税等の増減額
（△増加額） 

  △81 40 

仕入債務の増減額 
（△減少額） 

  35 △149 

その他の増減額   △372 139 

小計   △2,187 △1,295 

利息及び配当金の受取
額 

  5 17 

利息の支払額   △0 △3 

法人税等の支払額   △46 △17 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △2,228 △1,298 

       
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △943 △1,636 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  0 0 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △94 △307 

貸付金の回収による収
入 

  109 2 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  420 281 

投資不動産の取得によ
る支出 

  △242 △69 

貸付による支出    △98 △15 

長期未収入金の増加に
よる支出  

  △243 － 

長期未収入金の回収   － 67 

その他の増減額   △8 △48 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,099 △1,724 

Ⅲ．財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

社債の発行による収入   － 1,000 

社債の償還による支出   － △1,000 

株式の発行による収入   4,185 1,620 

新株予約権の発行によ
る収入 

  － 62 

その他の増減額  ※３ 25 － 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  4,210 1,682 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  7 0 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増
減額 

  890 △1,340 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期
首残高 

  1,120 2,011 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期
末残高 

 ※１ 2,011 670 

       



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

 当社の当連結会計年度における子会社は、下記３社

でありましたので、いずれも連結の範囲に含めており

ます。 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダイヤモンドマニュフ

ァクチュアリング、㈱サハダイヤモンド・エイペル 

 内、㈱サハダイヤモンド・エイペルについては、当

連結会計年度において合弁にて新規設立（平成17年７

月19日設立）したことにより、当連結会計年度から連

結の範囲に含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

 当社の当連結会計年度における子会社は、下記３社

でありましたので、いずれも連結の範囲に含めており

ます。 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダイヤモンドマニュフ

ァクチュアリング、㈱サハダイヤモンド・エイペル 

 内、㈱サハダイヤモンドマニュファクチュアリング

については、平成18年12月2日開催の取締役会において

決議し現在清算手続中であります。 

２．持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

      ……同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、下記の2社を除いて事業年度の末

日は、連結決算日と一致しております。 

 ① ㈱サハダイヤモンドの決算日    12月31日 

 ② ㈱サハダイヤモンドマニュファクチュアリング

の決算日              12月31日 

 連結財務諸表の作成にあたっては、これらの会社に

ついては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しておりましたが、当連結第3四半期会

計年度より、業務の合理化、迅速化を目的に同決算日

現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決

算日までの期間に発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。  

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち、㈱サハダイヤモンド及び ㈱サ

ハダイヤモンドマニュファクチュアリングの決算日は 

、12月31日であります。 

   

   

 連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の

財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から

連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。  

  

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は部分資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は部分純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

(ロ）たな卸資産……主として移動平均法による原価

法 

(ロ）たな卸資産……同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……当社及び国内連結子会社は定率 

          法を、また、在外連結子会社は

定額法を採用しております。 

（ただし、当社及び国内連結子

会社は平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除

く）は定額法によっておりま

す。） 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……同左 

     無形固定資産……当社及び連結子会社は定額法を

             採用しております。 

              なお、自社利用のソフトウェ

             アについては、社内における利

             用可能期間（５年）に基づいて

             おります。 

     建物及び構築物 10～65年

     無形固定資産……同左 

   

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金     ……売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金……同左 

(ロ）賞与引当金     ……従業員の賞与の支給に

備えるため、個別に計

算した支給見込額の当

期負担額を計上してお

ります。 

(ロ）賞与引当金……同左 

                

        

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、存外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上しております。   

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

方法によっております。  

(5）重要なリース取引の処理方法 

 同左 

(6）消費税等の会計処理方法 

  税抜方式によっております。 

(6）消費税等の会計処理方法 

  同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面 

時価評価法を採用しております。 

    

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  同左       

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を

行っております。 

 ６.     ──────────       

 ７.     ──────────  

  

７．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、５年間の定額法により償却 

を行っております。       

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失

処理について、連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいて作成しております。 

 ８.       ──────────         

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準）               ───────── 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

        

 （家賃収入）               ───────── 

 従来、家賃収入は営業外収益として処理しておりました

が、投資不動産の取得等近年その増加傾向が見られること

を契機として、当連結会計年度より家賃収入については売

上高に含めて処理することに変更いたしました。これは、

投資不動産の取得に伴い、当該収入が重要性を増している

ことから、区分損益をより適切に表示するために行ったも

のであります。当該変更により、売上高は前連結会計年度

と比し20百万円増加し、営業損失及び営業外収益はそれぞ

れ同額減少しておりますが、経常損失及び税金等調整前当

期純損失への影響はありません。 

なお、当中間連結会計期間末以降において当該収入の重要

性が増したため、当中間連結会計期間は、従来の方法によ

っております。したがって当中間連結会計期間は、変更後

の方法によった場合に比べて、売上高は6百万円少なく、

営業損失及び営業外利益はそれぞれ同額多く計上されてお

りますが、経常損失及び税金等調整前当期純損失への影響

はありません。 

      

         

 （連結子会社の事業年度等に関する事項）          ───────── 

 連結子会社のうち、㈱サハダイヤモンド、㈱サハダイヤ

モンドマニュファクチュアリングの決算日は、12月31日で

あります。従来、連結財務諸表作成に当たっては、これら

の会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しておりましたが、当連結第３四半期

会計年度より、業務の合理化、迅速化を目的に前記連結子

会社２社については、同決算日現在の財務諸表を使用して

おります。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

        ─────────           

       

     

  

  

  

  

  

  

  

  

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。これまでの資本の部

の合計に相当する金額7,894百万円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「短期貸

付金」（当連結会計年度末の残高は24百万円）は、資産

の合計額の100分の5以下となったため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することにしました。 

  

        ───────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

        

        

    

  

  

 

  

        

        ───────── 

  

  

 

  

         ───────── 

  

  

  

  

 

（連結損益計算書）  

 １.前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と

して記載されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」と表示しております。 

  

 ２.前連結会計年度まで区分掲記しておりました「交通

通信費」（当連結会計年度は94百万円）は、販売費及び

一般管理費の総額の100分の10以下となったため、販売費

及び一般管理費の「その他」に含めて表示することにし

ました。  

  

 ３.前連結会計年度まで営業外収益の「受取利息及び配

当金」に含めて表示しておりました「受取配当金」は、

営業外収益の総額の100分10を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前連結会計年度における「受取利息」の金額は5

百万円であり、「受取配当金」の金額は0百万円でありま

す。 

  

 ４.前連結会計年度まで区分掲記しておりました「新株

発行費」（当連結会計年度は１百万円）は、営業外費用

の総額の100分10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示することにしました。 

  

（連結キャッシュフロー）  

 前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て記載されていたものは、当連結会計年度から「のれん

償却額」と表示しております。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 消費税等の会計処理 

 未収消費税等は、流動資産の「その他」に含めて

表示しております。  

※１ 消費税等の会計処理 

同左 

  

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式972,657,884

株であります。 

 なお、平成17年８月23日付にて、減資（減資額

7,721百万円）を行っておりますが、発行済株式総

数の減少は行っておりません。 

※２     ──────────  

※３ 平成17年８月23日付にて、減資を行ったことに

より、資本剰余金につきまして、411,491,121円増

加しております。 

※３     ────────── 

※４ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

11,024株であります。 

※４     ──────────  

※５ 投資その他の資産の減価償却累計額 １百万円 ※５ 投資その他の資産の減価償却累計額  4百万円 

※６     ──────────  ※６ 担保に供している資産 

   投資有価証券     359百万円 

上記資産は、未払金277百万円の担保に供してお  

ります。 

   

※７     ──────────  ※７ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれ 

 ております。 

   

   



（連結損益計算書関係） 

  

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成19年３月31日） 

 ※１.     ──────────   ※１. 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。  

      工具器具備品       6百万円  

 ※２. 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

         

工具器具備品（当社） 0百万円 

機械装置(サハダイヤモ

ンド) 

0百万円 

 計 1百万円 

 ※２. 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

     工具器具備品       0百万円 

 ※３．    ──────────           ※３．減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは、以下の 

資産グループについて減損損失を計上しました。 

（１） 場所・・・本店（東京都墨田区） 

    用途・・・事業用資産 

    種類・・・建物附属設備及び工具、器具備品等 

（２） 場所・・・公開型株式会社サハダイヤモンド 

       （ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国） 

    用途・・・事業用資産 

    種類・・・建物及び工具、器具備品等 

  

 当社グループは、原則として、事業用資産については、 

事業部を基準としてグルーピングを行っております。その

結果、事業用資産について、収益性の悪化により回収可能 

価額が帳簿価格を下回った上記資産グループの帳簿価格を 

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（116百万

円）として特別損失に計上しました。 

 

   減損損失の内訳       

   建物及び構築物     73百万円 

   機械及び装置       2百万円 

   車両運搬具        1百万円    

   工具器具備品            38百万円  

   ───────────────────── 

     合計        116百万円 

  

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、建物及び土地については不動産鑑定評 

価額により評価しております。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）   

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１.普通株式の発行済株式数の増加95,000,000株は、第三者割当増資による増加50,000,000株、新株予約権の権利 

     行使による新株式の発行による増加45,000,000株であります。 

   ２.普通株式の発行済株式数の減少1,056,981,306株は、平成19年3月31日付で100株を1株に株式併合したことによ 

     減少です。  

   ３.普通株式の自己株式の株式数の増加1,400株は単元未満株式の買取による増加です。 

   ４.普通株式の自己株式の株式数の減少12,300株は平成19年3月31日付で100株を1株に株式併合したことによる減少

      です。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 (注)１.第２回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものです。 

   ２.第３回新株予約権及び自己新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

   ３.第３回自己新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の取得によるものであります。 

   ４.第４回新株予約権及び第５回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

   ５.第４回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるもの30,000千株及び平成19年３月31日付 

     で100株を１株に株式併合したことに伴い、第４回新株予約権の発行要領に規定された行使価格等の修正条項の

    適用によるもの262,710千株であります。 

   ６.第５回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当する事項はありません。 

  

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 （注）1.2  972,657,884 95,000,000 1,056,981,306 10,676,578 

     合計 972,657,884 95,000,000 1,056,981,306 10,676,578 

自己株式         

普通株式 （注）3.4 11,024 1,400 12,300 124 

合計 11,024 1,400 12,300 124 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 
 第2回新株予約権（注）1  普通株式 15,000 － 15,000 － － 

   第3回新株予約権（注）2 普通株式  111,000 － 111,000 － － 

  (自己新株予約権) （注）2,3   － （111,000）（111,000）  (－)  (－) 

   第4回新株予約権（注）4,5 普通株式  － 300,000 292,710 7,290        32 

  第5回新株予約権 （注）4,6 普通株式 － 33,000 － 33,000     39 

合計 － － － － － 
72 

  (－) 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

    前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平

成19年３月31日）において、当社グループは、注記しなければならないリース取引がないため、該当事項はありま

せん。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,011百万円 

現金及び現金同等物 2,011百万円 

現金及び預金勘定 670百万円 

現金及び現金同等物 670百万円 

 ２ 重要な非資金取引  ２ 重要な非資金取引 

 ※３ サハダイヤモンドエイペルを連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社株式の取

得価格と同社取得のための支出（純額）との関係は

次のとおりであります。 

新株予約権の行使による資本金増加

額 

2,150百万円 

新株予約権の行使による資本準備金

増加額 2,035百万円 

新株予約権の行使による新株予約権

の減少額 4,185百万円 

 ※３       ───────── 

新株予約権の行使による資本金増加

額 

811百万円 

新株予約権の行使による資本準備金

増加額 811百万円 

新株予約権の行使による新株予約権

の減少額 1,620百万円 

  

流動資産 50百万円 

少数株主持分 △25百万円 

㈱サハダイヤモンド・エイペル株式

の取得価額 

25百万円 

 ㈱サハダイヤモンド・エイペル現

金及び現金同等物 △50百万円 

 差引：㈱サハダイヤモンド・エイ

ペル現金及び現金同等物 △25百万円 

  



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式 167 177 10

(2）債券  

① 国債・地方債
等 

－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 167  177  10 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式 63  39  △23

(2）債券  

① 国債・地方債
等 

－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 63  39 △23

合計 230  217  △13

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

91 9 2 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 20 

非上場の外国証券投資信託  300 



当連結会計年度（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）当連結会計年度において、有価証券について45百万（その他有価証券で時価のある株式45百万円）減損処理を行 

   っております。なお減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全 

   て減損処理を行い30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処 

   理を行っております。  

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平

成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19

年３月31日）当社グループは、ストックオプションを付与していないため該当事項はありません。 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式 0  3 2 

(2）債券  

① 国債・地方債
等 

－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 0  3  2 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式 2,075 2,028 △47

(2）債券  

① 国債・地方債
等 

－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,075 2,028 △47

合計 2,076 2,031 △45

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

280 2 1 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 20 

非上場の外国証券投資信託  49 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

の内訳 

繰延税金資産    

貸倒損失及び貸倒引当金超過 2,805百万円 

棚卸資産評価損否認額 28百万円 

繰越欠損金 2,786百万円 

その他 12百万円 

評価性引当額 △5,632百万円 

繰延税金資産計 0百万円 

繰延税金負債 △4百万円 

繰延税金負債計 △4百万円 

繰延税金負債の純額 △4百万円 

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 5,662百万円 

貸倒引当金 445百万円 

商品評価損 81百万円 

減損損失 12百万円 

その他 56百万円 

評価性引当額 △6,256百万円 

繰越税金資産計 0百万円 

     

     

繰延税金負債 △0百万円 

繰延税金負債計 △0百万円 

繰延税金負債の純額 △0百万円 

  

  

  

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

   法定実効税率            40.7％ 

 （調整） 

 税務上の繰越欠損金の利用     △40.7％ 

 その他                0.5％  

 税効果会計適用後の 

 法人税の負担率            0.5％  

 繰延税金負債の純額は以下の項目に含まれております。 

  固定負債－その他            △0百万円  

  

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため注記

を省略しております。 

    



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日  

    至平成19年３月31日） 

     宝飾品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

    の売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、

     事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 （１）前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）                

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     ヨーロッパ・・・ロシア、ベルギー 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

 （２）当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）                

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     ヨーロッパ・・・ロシア、ベルギー 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

 
  日 本 
（百万円） 

 ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

  連 結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益          

(1）外部顧客に対する売上高 3,757 476 4,234 － 4,234 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
430 1,331 1,762 （1,762） － 

計 4,188 1,808 5,996 （1,762） 4,234 

営業費用 4,532 1,836 6,368 （1,761） 4,607 

営業利益又は営業損失(△) △343 △28 △372 （1）  △373  

Ⅱ．資産 8,459 857 9,316  （1,010）  8,306 

 
  日 本 
（百万円） 

 ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

  連 結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

(1）外部顧客に対する売上高 2,473 1,012 3,486 －  3,486 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
378 1,034 1,412 （1,412）  － 

計 2,851 2,046 4,898 （1,412）  3,486 

営業費用 3,703 2,133 5,837 （1,386）  4,451 

営業利益又は営業損失(△) △852 △86 △939 （26）  △965  

Ⅱ．資産 8,632 791 9,424 （990）  8,433 



【海外売上高】 

     （１）前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。 

     （１）アジア・・・・・タイ、香港、インド 

         （２）ヨーロッパ・・・ロシア、ベルギー、イスラエル 

    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

       

      （２）当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。 

     （１）アジア・・・・・タイ、香港、インド 

      （２）ヨーロッパ・・・ロシア、ベルギー、イスラエル 

     （３）北米・・・・・・米国、カナダ 

    ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

      アジア    ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 648 499 1,148 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     4,234 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合(％) 
15.3 11.8 27.1 

     アジア   ヨーロッパ    北米 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 178 1,042 6 1,228 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       3,486 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合(％) 
5.1 29.9 0.2 35.2 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     上記各社との取引額については、市場価格を参考に決定しております。 

  ３．平成17年10月15日付で㈲フランチャイズベンチャー総研に代表取締役が選任されたため、平成17年10月 

    14日までの取引を記載しております。また、平成18年３月17日付で同社の取締役を辞任しております。 

  ４．内川昭比古氏が第三者（㈲フランチャイズベンチャー総研）の代表者として行った取引であります。 

  ５．当社役員今野康裕氏が議決権の100％を直接保有しております。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

    有価証券の購入価格は、取引直近日の東京証券取引所の終値により決定しており支払条件は、一括現金払 

    いであります。 

  ３. 主要株主であった平成18年10月24日から平成19年3月11日までの取引を記載しております。 

属性  氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の兼

任等 
事業上の
関係 

  役員 

 今野康裕 ―  ―  

 当社代表 

取締役社

長 

―  ―    ― 
 金銭の貸付 1,111   ―   ― 

 金銭の借入 80   ―   ― 

 内川昭比古 

 （注）３ 
―  ―  

 当社 取

締役、 

 ㈲フラ

ンチャイ

ズベンチ

ャー総

研  取

締役 

―  ―    ― 

 不動産購入

 （注）４ 
121   ―   ― 

 不動産の賃

貸 

 （注）４ 

0   ―   ― 

 不動産管理

手数料 

 （注）４ 

2   ―   ― 

役員が決議

権の過半数

を所有して

いる会社 

 ㈱多宝 

 （注）5 

東京都墨田

区 
10 不動産業   ―    兼任1   ― 株式の購入 26   ―   ― 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の兼

任等 
事業上の
関係 

主要株主

（法人） 

 ㈱サハ資

源開発事

業団 

 （注）3 

東京都中央

区 
40  投資業 

(被所有) 

直接6.1 
  ―   ― 

有価証券の

購入（注）2
138   ―   ― 



（１株当たり情報） 

  

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 8円 17銭

１株当たり当期純損失金額 0円  70銭

１株当たり純資産額  748円 36銭

１株当たり当期純損失金額 164円 65銭

  なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失で

あるため、記載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失で

あるため、記載しておりません。 

 当社は、平成19年3月31日付で100株を1株に株式併合し

ております。 

 なお、当該株式併合が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における1株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

  

  

 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については潜

在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため 

、記載しておりません。 

  

前連結会計年度 

1株当たり純資産額      817円36銭 

1株当たり当期純損失金額   70円31銭 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純損失（百万円） 621 1,659 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 621 1,659 

期中平均株式数（株） 883,595,122 10,079,013 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新株予約権の

数341個）。なお、新株予約権の概

要は、「第４ 提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。 

  

新株予約権２種類（新株予約権の数

 3,570個）。なお、新株予約権の概

要は、「第４ 提出会社の状況、１

株式等の状況、（２）新株予約権等

の状況」に記載のとおりでありま

す。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（1）当社は、平成19年5月24日開催の取締役会において、「資本準備金の額の減少」を平成19年6月28日開催の 

   第42回定時株主総会に付議することを決議いたしました。 

 ①資本準備金の減少の目的 

 会社法第448条第1項の規定に基づき、欠損の補填を目的として、資本準備金の取り崩しを行うものであります。 

 ②減少すべき資本準備金の額    1,726,664,074円 

 ③日程 取締役会決議日       平成19年５月24日 

     株主総会決議日      平成19年６月28日 

     債権者異議申述公告    平成19年５月25日 

     債権者異議申述 終期限  平成19年６月26日 

     効力発生日        平成19年６月27日 

（2）新株予約権等 

 その他新株予約権等に関する重要な事項 

  第5回新株予約権（発行総額3,300個(1個あたり10,000株払込総額5,610百万円）は、平成19年３月30日に発行いたし 

 ましたが平成19年4月中に828個が行使され1,407百万円の資金調達をいたしました。平成19年５月末現在の未行使残 

 高は2,472個（１個あたり10,000株）4,202百万円となっております。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

      該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

      該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第４１期 

（平成18年３月31日） 
第４２期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

現金及び預金     1,822     525  

受取手形     111     6  

売掛金 ※３   593     541  

商品     2,869     3,612  

前渡金     384     －  

前払費用     2     3  

関係会社短期貸付金     331     241  

未収入金     101     －  

その他     99     116  

貸倒引当金     △21     △43  

流動資産合計     6,294 74.9   5,005 58.4 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

建物   228     259    

減価償却累計額 ※９  17 211   51 207  

機械及び装置    1     10    

減価償却累計額 ※９  0 1   4 6  

車両運搬具   13     15    

減価償却累計額 ※９  8 4   13 3  

工具器具備品   94     142    

減価償却累計額 ※９  40 53   88 54  

土地     366     366  

有形固定資産合計     637 7.6   637 7.4 

 



   
第４１期 

（平成18年３月31日） 
第４２期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産              

電話加入権     3     3  

無形固定資産合計     3 0.0   3 0.0 

３．投資その他の資産              

投資有価証券 ※８   537     2,101  

関係会社株式     77     25  

出資金     0     0  

関係会社長期貸付金     355     568  

従業員長期貸付金      0     －  

破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

    676     1,114  

長期未収入金     243     －  

投資不動産  ※４   241     307  

その他     8     54  

貸倒引当金     △674     △1,244  

投資その他の資産合計     1,465 17.4   2,928 34.2 

固定資産合計     2,106 25.1   3,570 41.6 

資産合計     8,400 100.0   8,575 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

買掛金 ※３   264     217  

未払金 ※８   58     324  

未払法人税等     6     14  

未払費用     17     16  

預り金     5     4  

賞与引当金     6     6  

前受収益      4     1  

その他     14     3  

流動負債合計     376 4.5   589 6.9 

 



   
第４１期 

（平成18年３月31日） 
第４２期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債              

繰延税金負債     4     0  

その他      1     3  

固定負債合計     5 0.1   4 0.1 

負債合計     382 4.6   593 6.9 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   6,150 73.2   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   2,035     －    

２．その他資本剰余金              

（１）資本金及び資本準備
金減少差益 

  411     －    

資本剰余金合計     2,447 29.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．当期未処理損失   585     －    

利益剰余金合計     △585 △7.0   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    6 0.1   － － 

Ⅴ 自己株式 ※２   △0 △0.0   － － 

資本合計     8,018 95.4   － － 

負債・資本合計     8,400 100.0   － － 

               
 



   
第４１期 

（平成18年３月31日） 
第４２期 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   6,961 81.2 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     2,674     

資本剰余金合計      － －   2,674 31.2 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

  繰越利益剰余金   －     △1,726     

利益剰余金合計      － －   △1,726 △20.1 

４．自己株式     － －   △0 △0.0 

株主資本合計      － －   7,908 92.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   1 0.0 

評価・換算差額等合計      － －   1 0.0 

Ⅲ 新株予約権     － －   72 0.8 

純資産合計      － －   7,982 93.1 

負債純資産合計      － －   8,575 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
第４１期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第４２期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   4,188 100.0   2,796 100.0  

Ⅱ 売上原価              

  商品期首たな卸高  1,171     2,869     

当期商品仕入高 ※１ 5,279     3,329    

合計   6,450     6,199    

商品期末たな卸高   2,869 3,580 85.5 3,612 2,586 92.5 

売上総利益     607 14.5   210 7.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

交通通信費   91     84    

広告宣伝費   47     －    

支払手数料   267     318    

役員報酬   26     24    

給料手当   258     288    

賞与引当金繰入額   6     6    

貸倒引当金繰入額    9     －    

租税公課   50     53    

減価償却費   33     61    

支払報酬   －     54    

雑費   160 950 22.7 170 1,061 37.9 

営業損失     342 △8.2   851 △30.4 

 



   
第４１期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第４２期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

     受取利息及び配当金  5     －    

受取利息  ※1  －     5    

受取配当金   －     11    

為替差益   124     9    

雑収入   6 137 3.3 8 35 1.3 

Ⅴ 営業外費用              

    支払利息   －     3    

新株発行費用   8     －    

社債償還手数料   －   76    

その他   0 8 0.2 2 82 2.9 

     経常損失     213 △5.1   898 △32.1 

Ⅵ 特別利益              

     貸倒引当金戻入益   0     －     

 投資有価証券売却益   9 10 0.2 2 2 0.1 

 Ⅶ 特別損失                

     固定資産除却損 ※2 0     0    

投資有価証券売却損    2     1    

投資有価証券評価損    23     69    

貸倒引当金繰入額   351     622    

関係会社整理損    －   50    

関係会社株式評価損   －   50    

減損損失  ※3  － 378 9.0 31 826 29.5 

税引前当期純損失     582 △13.9   1,721 △61.5 

法人税、住民税及び事
業税 

    3 0.1   4 0.2 

当期純損失     585 △14.0   1,726 △61.7 

前期繰越損失     7,309     －  

減資による繰越損失填
補額  

    7,309     －  

当期未処理損失     585     －  

               



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

損失処理計算書 

 （注）日付は株主総会承認日であります。 

    
第４１期 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（当期未処理損失の処理）      

Ⅰ 当期未処理損失     585 

Ⅱ 損失処理額      

１．その他資本剰余金か 
らの振替額 

  411   

２．資本準備金取崩額   173  585 

Ⅲ 次期繰越損失     ―  

    

（その他資本剰余金の処分）      

Ⅰ その他資本剰余金     411 

Ⅱ その他資本剰余金処分額      

１．利益剰余金への振替
額 

  411  411 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰
越額 

    ―  

   



株主資本等変動計算書 

第４２期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）                         

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年3月31日 残高 
         （百万円） 

6,150 2,035 411 2,447 △585 △585 △0 8,011 

  事業年度中の変動額                 

新株の発行 811 811   811       1,623 

準備金から剰余金への振替
（注） 

  △173   △173 173 173   － 

剰余金の内訳科目間の振替 
（注） 

    △411 △411 411 411   － 

当期純損失         △1,726 △1,726   △1,726 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                

 事業年度中の変動額合計 
         （百万円） 

811 638 △411 226 △1,141 △1,141 △0 △103 

平成19年3月31日 残高 
         （百万円） 

6,961 2,674 － 2,674 △1,726 △1,726 △0 7,908 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

評価・換算差額等合計 

平成18年3月31日 残高 
         （百万円） 

6 6 12 8,031 

 事業年度中の変動額        

新株の発行       1,623 

準備金から剰余金への振替
（注） 

      － 

剰余金の内訳科目間の振替 
（注） 

      － 

当期純損失       △1,726 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△4 △4 59 54 

 事業年度中の変動額合計 
         （百万円） 

△4 △4 59 △48 

 平成19年3月31日 残高 
         （百万円） 

1 1 72 7,982 



重要な会計方針 

項目 
第４１期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第４２期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

  ……同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は部分資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は部分純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

ダイヤの一部……個別法による原価法 

その他の商品……移動平均法による原

価法 

商品 

ダイヤの一部……同左 

その他の商品……同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産………定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物及び構築物      10～65年 

無形固定資産………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

有形固定資産………同左 

  

  

 無形固定資産………同左 

  

  長期前払費用………定額法 長期前払費用………同左 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

株式交付費 

………同左 

５．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

………同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、個

別に計算した支給見込額の当期負担額を

計上しております。 

賞与引当金 

………同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。  

………同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理方法 

………同左 



会計処理方法の変更 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第４２期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準）   

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

         ────────── 

 （家賃収入）          

 従来、家賃収入は営業外収益として処理しておりました

が、投資不動産の取得等近年その増加傾向が見られること

を契機として、当下半期より家賃収入については売上高に

含めて処理することに変更いたしました。これは、投資不

動産の取得に伴い、当該収入が重要性を増していることか

ら、区分損益をより適切に表示するために行ったものであ

ります。当該変更により、売上高は前期と比し20百万円増

加し、営業損失及び営業外収益はそれぞれ同額減少してお

りますが、経常損失及び税引前当期純損失への影響はあり

ません。 

なお、当中間会計期間末以降において当該収入の重要性が

増したため、当中間会計期間は、従来の方法によっており

ます。したがって当中間会計期間は、変更後の方法によっ

た場合に比べて、売上高は６百万円少なく営業損失及び営

業外収益はそれぞれ同額多く計上されておりますが、経常

損失及び税引前当期純損失への影響はありません。 

  

        ────────── 

  

        ────────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成１７年１２月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

１７年１２月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,910百万

円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

  

  

  



表示方法の変更 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第４２期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表） 

１.前期まで区分掲記しておりました「短期貸付金」（当期

末残高18百万円）は、資産の合計額の100分の1以下となっ

たため、流動資産の「その他」に含めて表示することにい

たしました。 

２.前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分の

1を超えたため区分掲記いたしました。なお、前期末の「未

収入金」は、0百万であります。   

 （損益計算書） 

１.前期まで区分掲記しておりました「消耗品費」（当期27

百万円）は、販売費及び一般管理費の総額の100分の5以下

となったため、販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて

表示することにいたしました。 

  

２.前期まで区分掲記しておりました「賃借料」（当期26百

万円）は、販売費及び一般管理費の総額の100分の5以下と

なったため、販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて表

示することにいたしました。 

３.前期まで区分掲記しておりました「受取手数料」（当期

0百万円）は、営業外収益の総額の100分の10以下となった

ため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示することにい

たしました。 

（貸借対照表） 

１.前期まで区分掲記しておりました「前渡金」（当期末残

高32百万円）は、資産の合計額の100分の1以下となったた

め、流動資産の「その他」に含めて表示することにいたし

ました。 

２.前期まで区分掲記しておりました「未収入金」（当期末

残高31百万円）は、資産の合計額の100分の1以下となった

ため、流動資産の「その他」に含めて表示することにいた

しました。   

 （損益計算書） 

１.前期まで販売費及び一般管理費の「雑費」に含めて表示

することにいたしました。「支払報酬」は販売費及び一般 

管理費の総額の100分の5を超えたため、区分掲記しまし

た。なお、前期における「支払報酬」の金額は29百万円で 

あります。 

２.前期まで区分掲記しておりました「広告宣伝費」（当期

33百万円）は、販売費及び一般管理費の総額の100分の5以

下となったため、販売費及び一般管理費の「雑費」に含め

て表示することにいたしました。 

３.前期まで営業外収益の「受取利息及び配当金」に含めて

表示しておりました「受取利息」及び「受取配当金」は、

それぞれ営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲

記しました。なお、前期における「受取利息」の金額は5百

万円であり、「受取配当金」の金額は0百万円であります。

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第４１期 
（平成18年３月31日） 

第４２期 
（平成19年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式数 ※１．   ─────────── 

授権株式数 普通株式 1,500,000千株 

発行済株式総数 普通株式 972,657千株 

       

       

※２．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式11,024

株であります。 

※２.   ─────────── 

  

※３．関係会社に関する注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する債権及び債務は次のとおりであ

ります。 

※３．関係会社に関する注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する債権及び債務は次のとおりであ

ります。 

売掛金 190百万円 

買掛金 81百万円 

売掛金 165百万円 

買掛金 155百万円 

 ※４．投資その他の資産の減価償却累計額  1百万円   ※４．投資その他の資産の減価償却累計額  4百万円  

 ５． 平成15年６月27日開催の定時株主総会において下記

    の欠損てん補を行っております。   

 ５．    ───────────   

資本準備金 560百万円      

    平成16年６月29日開催の定時株主総会において下記

    の欠損てん補を行っております。 

  

  

  

６. 資本の欠損の額は、585百万円であります。  

 ７．配当制限     

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を付

   したことにより、増加した純資産額は、6百万円であ

   ります。 

  

 ※８.    ─────────── 

  

  

  

 ※９.      ─────────── 

  

  

資本準備金 336百万円 

   

  

  

  

  

６.      ─────────── 

７．      ───────────  

  

  

  

  

 ※８.担保に供している資産 

   投資有価証券   359百万円  

   上記資産は、未払金277百万円の担保に供しておりま

   す。 

 ※９.減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお 

   ります。 

                        

     



（損益計算書関係） 

第４１期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第４２期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

   関係会社への売上高         430百万円 

   関係会社からの仕入高       1,324百万円 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

   関係会社への売上高          351百万円 

   関係会社からの仕入高       1,060百万円 

関係会社からの受取利息        0百万円 

※２．固定資産除却損は、工具器具備品0百万円でありま

す。 

※３．   ─────────── 

※２．固定資産除却損は、工具器具0百万円であります。 

  

※３．減損損失 

    当事業年度において、以下の資産グループについ 

    て減損損失を計上しました。 

  

 場所・・・本店（東京都墨田区） 

 用途・・・事業用資産 

 種類・・・建物附属設備及び工具、器具備品等 

  

   当社は、原則として事業用資産について、収益性の悪

  化により回収可能価額が帳簿価格を下回った上記資産グ

  ループの帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減少

  額を減損損失（31百万円）として特別損失に計上しまし

  た。 

 減損損失の内訳       

 建物          17百万円 

 機械及び装置       2百万円 

 車両運搬具        1百万円    

 工具器具備品            11百万円  

────────────────────── 

   合計         31百万円 

  

   なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価 

  額により測定しており、建物及び土地については不動 

   産鑑定しており、建物及び土地については不動産鑑定 

   評額により評価しております。 

  



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項      

（株）1.普通株式の自己株式の株式数の増加1,400株は、単元未満株式の買取による増加です。 

    2.普通株式の自己株式の株式数の減少12,300株は、平成19年３月31日付で100株を１株に株式併合したことによる 

    減少です。 

（リース取引関係） 

    前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３

月31日）において、当社は、注記の必要なリース取引がないため、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

  
前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

事業年度末 

 株式数（株） 

普通株式 11,024 1,400 12,300 124 

合計 11,024 1,400 12,300 124 

  
第４１期 

（平成18年３月31日） 

  
第４２期 

（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

貸倒損失及び貸倒引当金超過 2,805百万円 

棚卸資産評価損否認額 28百万円 

繰越欠損金 2,786百万円 

その他 12百万円 

評価性引当額 △5,632百万円 

繰延税金資産計 0百万円 

繰延税金負債 △4百万円 

繰延税金負債計 △4百万円 

繰延税金負債の純額 △4百万円 

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 5,662百万円 

貸倒引当金 503百万円 

商品評価損 81百万円 

減損損失 12百万円 

その他 76百万円 

評価性引当額 △6,334百万円 

繰越税金資産計 0百万円 

     

     

繰延税金負債 △0百万円 

繰延税金負債計 △0百万円 

繰延税金負債の純額 △0百万円 

  繰延税金負債の純額は以下の項目に含まれております。 

固定負債－繰延税金負債         △0百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率            40.7％ 

 （調整） 

 税務上の繰越欠損金の利用     △40.7％ 

 その他                0.5％  

 税効果会計適用後の 

 法人税の負担率            0.5％ 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるた

め注記を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） 1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

第４１期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第４２期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 8円 24銭

１株当たり当期純損失金額 0円  66銭

１株当たり純資産額 747円 64銭

１株当たり当期純損失金額 171円  31銭

  なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失

であるため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失で

あるため、記載しておりません。 

 当社は、平成19年3月31日付で100株を1株に株式併合し

ております。 

 なお、当該株式併合が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における1株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

  

  

  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、

1株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。 

前事業年度 

1株当たり純資産額        824円37銭 

1株当たり当期純損失金額     66円23銭 

 
第４１期 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第４２期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純損失（百万円） △585 △1,726 

普通株主に帰属しない金額（百万円）  － － 

普通株式に係る当期純損失（百万円） △585 △1,726 

期中平均株式数（株） 883,595,122 10,079,013 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権２種類（新株予約権の

数341個）。なお、新株予約権の

概要は、「第４回 提出会社の状

況、１ 株式の状況、（２）新株

予約権の状況」に記載のとおりで

あります。 

新株予約権２種類（新株予約権の

数3,570個）なお、新株予約権の概

要は、「第４回 提出会社の状

況、１ 株式の状況、（２）新株

予約権の状況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（1）当社は、平成19年５月24日開催の取締役会において、「資本準備金の額の減少」を平成19年６月28日開催の 

   第42回定時株主総会に付議することを決議いたしました。 

  ①資本準備金の減少の目的 

  会社法第448条第1項の規定に基づき、欠損の補填を目的として、資本準備金の取り崩しを行うものであります。 

  ②減少すべき資本準備金の額       1,726,664,074円 

  ③日程 取締役会決議日         平成19年５月24日 

      株主総会決議日        平成19年６月28日 

       債権者異議申述公告       平成19年５月25日 

      債権者異議申述 終期限     平成19年６月26日 

      効力発生日           平成19年６月27日 

（2）新株予約権等 

  その他新株予約権等に関する重要な事項 

  第5回新株予約権（発行総額3,300個(1個あたり10,000株払込総額5,610百万円）は、平成19年３月30日に発行いた 

  しましたが平成19年４月中に828個が行使され1,407百万円の資金調達をいたしました。平成19年５月末現在の未行

  使残高は2,472個（１個あたり10,000株）4,202百万円となっております。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

           【株式】 

           【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりであります。 

   ２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」、及び「当期減少 

     額」の記載を省略しております。 

   ３．「当期償却額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

   ４．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

  

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

 投資有価証

券 

その他有

価証券  

 ㈱田崎真珠 

 ㈱京王ズ 

 丸大証券㈱ 

 丸三証券㈱ 

3,427,000 

267 

100,000 

1,000 

2,011 

17 

20 

1 

 その他（６銘柄） 178,260 0 

小計 3,706,527 2,051 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

 投資有価証

券 

その他有

価証券  

（投資信託受益証券）      

 証券投資信託受益証券（１銘柄） 500,000 49 

小計 500,000 49 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償却
累計額又は償却

累計額 
（百万円） 

 当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 228 30 ― 259 51 
34 

          (17) 
207 

機械及び装置 1 8 ― 10 4 
4 

           (2) 
6 

車両運搬具 13 2 ― 15 12 
3 

           (1) 
3 

工具器具備品 94 49 0 142 88 
48 

          (11) 
54 

土地  366 ― ― 366 ― ― 366 

有形固定資産計 704 90 0 794 156 

89 

     (31) 

  

637 

無形固定資産               

電話加入権 ― ― ― 3 ― ― 3 

     無形固定資産計 ― ― ― 3 ― ― 3 

     長期前払費用 0 ― ― 0 0 0 ― 

       

建物 増加額（百万円） ジュエリー和光堂 22 

工具器具備品 増加額（百万円）  本社  42 



【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。   

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 696 650 55 3 1,287 

賞与引当金 6 6 6 － 6 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 8 

預金の種類  

当座預金 374 

普通預金 142 

小計 517 

合計 525 

相手先名 金額（百万円） 

      ㈱小林総研 6 

合計 6 

期日別 金額（百万円） 

平成19年４月                      － 

５月 3 

６月 3 

合計 6 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）関係会社長期貸付金 

相手先名 金額（百万円） 

㈱サハダイヤモンド  100 

㈱サマンサタバサジャパンリミテッド 66 

㈱ピヨン商会 25 

ヨシディア㈱ 23 

㈱ビセイ 22 

その他 301 

合計 541 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 
(A)＋(D) 
───── 

２ 
÷ 

(B) 
───
365 

593 2,908 2,960 541 84.5           71 

品名 金額（百万円） 

宝飾品 3,612 

合計 3,612 

相手先名 金額（百万円） 

㈱サハダイヤモンド 568 

合計 568 



６）破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権 

② 負債の部 

１）買掛金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先名 金額（百万円） 

㈱アムールコーポレーション 345 

ＩＶＡＮ ＰＹＳＨＹ 222 

鈴木 辰男 99 

ＨＡＮＤＥＮＧＲＥＥＮＳ ＩＮＣ 76 

その他 263 

合計 1,114 

相手先名 金額（百万円） 

㈱サハダイヤモンド 127 

㈱サハダイヤモンドエイペル 28 

㈲ゴールドスタージュエリージャパン 5 

㈱ティーエムエス 5 

NAXER INTERNATIONAL JEWELLRY CO,LTD 4 

その他 48 

合計 217 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額  

株券喪失登録に伴う手数料  
１．喪失登録    １件につき10,000円  

２．喪失登録株券  １枚につき500円  

 単元未満株式の買取り売渡し  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

 公告掲載方法   電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ 

  えを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

   http://www.sakha.co.jp/ir.htm 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。  

(１）有価証券報告書及びその添付書類  

 事業年度(第41期) (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 平成18年６月29日関東財務局長に提出   

  

   (２）半期報告書  

     (第42期中) (自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)   

       平成18年12月18日関東財務局長に提出   

     

   (３）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類  

      平成18年７月４日関東財務局長に提出 

  

   (４）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類  

      平成18年10月５日関東財務局長に提出 

  

     (５）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類  

      平成18年10月５日関東財務局長に提出 

  

   (６）臨時報告書 

      平成18年10月26日関東財務局長に提出 

      証券取引法第24の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号に基づく臨時報告書 

      であります。 

  

    (７）有価証券届出書（第三者割引による増資）及びその添付書類  

       平成18年12月21日関東財務局長に提出 

  

    (８）有価証券届出書の訂正届出書 

       平成18年12月26日関東財務局長に提出 

       平成18年12月21日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

  

    (９）有価証券届出書（第三者割引による増資）及びその添付書類  

       平成19年１月29日関東財務局長に提出 

       

   (10）有価証券届出書（第三者割引による増資）及びその添付書類  

       平成19年２月14日関東財務局長に提出 

  

   (11）臨時報告書 

      平成19年３月12日関東財務局長に提出 

      証券取引法第24の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号に基づく臨時報告書 

       書であります。 

  

      (12）臨時報告書 

        平成19年４月４日関東財務局長に提出 

      証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号に基づく臨時報告 

      書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

株式会社サハダイヤモンド    

取締役会 御中  

  藤井幸雄公認会計士事務所 

  公認会計士 藤井 幸雄  印 

  橘内公認会計士事務所 

  公認会計士 橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

ハダイヤモンドの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サハダイヤモンド及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

株式会社サハダイヤモンド    

取締役会 御中  

  藤井幸雄公認会計士事務所 

  公認会計士 藤井 幸雄  印 

  橘内公認会計士事務所 

  公認会計士 橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

ハダイヤモンドの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サハダイヤモンド及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

（1）会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

   会計基準が適用されることとなるため、この会計基準により連結財務諸表を作成している。 

（2）重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年５月24日開催の取締会において、資本準備金の減少 

   を決議している。 

    

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

株式会社サハダイヤモンド    

取締役会 御中  

  藤井幸雄公認会計士事務所 

  公認会計士 藤井 幸雄  印 

  橘内公認会計士事務所 

  公認会計士 橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

ハダイヤモンドの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

 私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サハ

ダイヤモンドの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

株式会社サハダイヤモンド    

取締役会 御中  

  藤井幸雄公認会計士事務所 

  公認会計士 藤井 幸雄  印 

  橘内公認会計士事務所 

  公認会計士 橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社サ

ハダイヤモンドの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私た

ちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

 私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サハ

ダイヤモンドの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

（1）会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計 

   基準が適用されることとなるため、この会計基準により財務諸表を作成している。 

（2）重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年５月24日開催の取締会において、資本準備金の減少 

   を決議している。 

    

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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